
業務棚卸評価シート 1/8

25年度 26年度 27年度 109,791 109,791 74,749 74,749

1 総
鳥獣保護管理
事業

 法令の規定に基
づき、鳥獣の保
護と鳥獣による
生活環境、農林
水産業又は生態
系に係る被害を
防止し、豊かな
自然環境の確保
及び健全な地域
社会の発展に資
することを目的
とします。

市民

定
例
定
型

有害鳥獣捕獲頭
数
（ｱﾗｲｸﾞﾏ・ﾊｸﾋﾞｼ
ﾝ・ﾀﾇｷ）

年６０頭 年６０頭 年６０頭 1,542

年９８頭

(対応率
　　100％)

年間捕獲頭数の申請に
対して全て対応でき
た。

Ａ 2,670 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

1
鳥獣捕獲等及び
鳥類の卵の採取
等の許可事務

許可件数 年５０件 年６０件
鳥獣捕獲等及び
鳥類の卵の採取
等の許可事務

許可件数 年５０件

予
算
な
し

1
メジロ又はホオ
ジロの愛玩飼養
の登録事務

飼養登録羽数 ２羽 ０羽
メジロ又はホオ
ジロの愛玩飼養
の登録事務

飼養登録羽数 ２羽

予
算
な
し

1
有害鳥獣の苦情
相談及び捕獲頭
数

有害鳥獣捕獲
頭数
（ｱﾗｲｸﾞﾏ・ﾊｸ
ﾋﾞｼﾝ・ﾀﾇｷ）

年６０頭 年９８頭 1,287
有害鳥獣の苦情
相談及び捕獲頭
数

有害鳥獣捕獲
頭数
（ｱﾗｲｸﾞﾏ・ﾊｸ
ﾋﾞｼﾝ・ﾀﾇｷ）

年６０頭 1,806
維
持

1
有害鳥獣（カラ
ス）の巣の撤去

撤去件数 年３０件 年１７件 255
有害鳥獣（カラ
ス）の巣の撤去

撤去件数 年３０件 864
維
持

2 総
狂犬病予防事
務事業

　狂犬病の発生
を予防し、これ
を撲滅すること
により、公衆衛
生の向上及び公
共の福祉の増進
を図ることを目
的とします。

市内の
飼育犬
の飼い
主

定
例
定
型

 注射率
（狂犬病注射頭
数／畜犬登録頭
数）×100

100% 100% 100% 2,099 84%
狂犬病予防接種率が８
４％で一定の成果が出
ている。

Ａ 2,887

業
務
計
画

位置付け
ないが取
り組みを
進める

不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

2
狂犬病予防事
務事業

狂犬病予防注射
事務

新規登録件数
（未登録犬を
含）

1,000頭 934頭
狂犬病予防注射
事務

新規登録件数
（未登録犬を
含）

1,000頭

業
務
計
画

予
算
な
し

2
狂犬病予防事
務事業

狂犬病予防注射
事務

注射率
（狂犬病注射
頭数／畜犬登
録頭数）×100

100％ 84% 1,389
狂犬病予防注射
事務

注射率
（狂犬病注射
頭数／畜犬登
録頭数）×
100

100％ 1,576

業
務
計
画

維
持

2
狂犬病予防事
務事業

狂犬病予防注射
事務

未接種犬に対
する電話等催
告件数

250件

業
務
計
画

位置付け
ないが取
り組みを
進める

④選択と集中
の徹底・自主
財源の確保

100%

注射率
（狂犬病注
射頭数／畜
犬登録頭
数）×100

25
未接種犬に対
し電話等催告
を行う。

予
算
な
し

2
狂犬病予防事
務事業

狂犬病予防定期
集合注射の実施

実施会場数 30ヶ所 30ヶ所 710
狂犬病予防定期
集合注射の実施

実施会場数 30ヶ所 763

業
務
計
画

維
持

2
狂犬病予防事
務事業

登録手数料及び
注射済票交付手
数料の徴収

注射済票(再)
交付手数料徴
収件数

年
12,500件

年
19,191件

登録手数料及び
注射済票交付手
数料の徴収

注射済票(再)
交付手数料徴
収件数

年
12,500件

 

業
務
計
画

予
算
な
し

2
狂犬病予防事
務事業

犬の鑑札デザイ
ンの変更

鑑札デザイン
の作成

平成27年2
月まで

548

業
務
計
画

維
持

3 総 動物愛護事業

動物の愛護と適
正な飼養につい
て、飼い主の理
解と関心を深
め、マナー等の
啓発を推進して
快適な市民の生
活環境を保全し
ます。

市民、
ペット
の飼養
者

定
例
定
型

犬猫の苦情受付
件数
（苦情の対応
率）

年１３５件
（100％）

年１３５件
（100％）

年１３５件
（100％）

3,267
年111件
(100%)

苦情の対応については
全て対応できた。 Ａ 3,329

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

3 動物愛護事業
長寿犬表彰式の
開催

開催回数 年１回 年１回 119
長寿犬表彰式の
開催

開催回数 年１回 203

業
務
計
画

維
持

3 動物愛護事業
ペットのしつけ
教室及び避難訓
練

開催回数 年１回 年２回 129
ペットのしつけ
教室及び避難訓
練

開催回数 年１回 131

業
務
計
画

維
持

3 動物愛護事業

「災害時におけ
る動物救護活動
に関する協定
書」基づく茅ヶ
崎寒川獣医師会
との打合せ

開催回数 年３回 340

業
務
計
画

維
持

3 動物愛護事業
犬猫の苦情相談
処理

苦情受付件数 年135件 年111件 1,740
犬猫の苦情相談
処理

犬猫の苦情受
付件数
（苦情対応
率）

年135件
（100%）

1,769

業
務
計
画

維
持

3 動物愛護事業
犬猫迷惑防止看
板の配布

配布枚数 年500枚 年767枚 691
犬猫迷惑防止看
板の配布

配布枚数 年500枚 443

業
務
計
画

維
持

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

④
継
続
性

予
算
の
方
向
性

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

目標値
活動

活動量・サービス量活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動指標の

名称

必要性

③
成
果

指標・目標

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

平成２６年度計画

業
務
計
画実績値

活動

活動指標の
名称

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

環境保全課

快適で安全な生活環境を守る

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

活動

環境保全課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成
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今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

④
継
続
性

予
算
の
方
向
性

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

目標値
活動

活動量・サービス量活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動指標の

名称

必要性

③
成
果

指標・目標

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

平成２６年度計画

業
務
計
画実績値

活動

活動指標の
名称

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

環境保全課

快適で安全な生活環境を守る

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

活動

環境保全課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

3 動物愛護事業
犬のふん放置対
策パトロール

実施回数 年２回 年８回 258
犬のふん放置対
策パトロール

実施回数 年２回 443

業
務
計
画

維
持

3 動物愛護事業
しつけ等の飼養
についてのアン
ケート調査

実施件数 3,000件 3,000件 330

4 総
地域猫活動モ
デル支援事業

人と動物の共生
に配慮し、地域
猫活動事業に取
り組む団体を支
援し、生活環境
への影響に対す
る効果が得られ
るか検証すると
ともに、事例集
を作成・公表し
ます。

市民、
地域猫
活動ボ
ラン
ティア
グルー
プ

定
例
定
型

地域猫活動
モデル地区数

３地区 ３地区 ０地区 22 １地区

モデル事業としてのモ
デル地区の補助団体数 
年３団体に対し１団体
であった。
なお、モデル地区候補
の６地区と協議した
が、地区内での調整が
つかなかった。

Ｃ 1,790

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

4
地域猫活動モ
デル支援事業

地域猫活動モデ
ル事業

補助団体 年３団体 年１団体 22
地域猫活動モデ
ル事業

補助団体 年３団体 96

業
務
計
画

維
持

4
地域猫活動モ
デル支援事業

飼い主のいない
猫の不妊手術事
業及び猫の適正
管理普及啓発事
業

不妊去勢
対応率

（対応頭数）

100%

（５０頭）

1,694

業
務
計
画

維
持

5 総
公衆便所維持
管理事業

快適な公衆便所
の提供と環境衛
生の確保を推進
します。

　駅周
辺及び
海岸へ
の来訪
者及び
市民

定
例
定
型

環境保全課管理
等の
公衆便所施設数

６施設 ６施設 ６施設 20,573 ６施設

公衆衛生の向上を図る
ため、公衆便所の一日
の平均清掃回数３回を
設定しているが、それ
を確保でき、事業の目
的達成の効果が現れて
いる。

Ａ 25,583 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

5
公衆便所維持
管理事業

既設公衆便所の
維持管理

１日平均清掃
回数

３回 ３回 20,573
既設公衆便所の
維持管理

１日平均清掃
回数

３回 25,583
維
持

6 総
公衆浴場支援
事業

　公衆浴場に対
し、行政が経営
を支援すること
により､地域の市
民の保健衛生の
確保を図りま
す。

一般公
衆浴場
（市内
３箇
所）

定
例
定
型

公衆浴場確保対
策
事業費補助の実
施
（対象浴場箇所
数）

２件 ２件 ２件 240 ２件

公衆衛生の確保に向け
ては、公衆浴場を残し
ていくことが必要で、
市内の２浴場に対して
補助制度を設けてい
る。事業目的の達成に
向け効果が出ている。

Ａ 120 なし 不可 未 低 低 低 縮小
維
持

6
公衆浴場支援
事業

公衆浴場協同組
合への事業費補
助

協議回数 補助辞退 補助辞退

予
算
な
し

6
公衆浴場支援
事業

公衆浴場施設の
整備費補助

協議回数 年１回 年１回
公衆浴場施設の
整備費補助

協議回数 年１回

予
算
な
し

6
公衆浴場支援
事業

公衆浴場確保対
策に要する経費
の補助

公衆浴場確保
対策補助の実
施

２箇所 ２箇所 240
公衆浴場確保対
策に要する経費
の補助

公衆浴場確保
対策補助の実
施

２箇所 120
維
持

7 総 美化推進事業

市民の美化意識
の高揚を図り、
ごみ一つ落ちて
いない、きれい
な海岸、きれい
な町並みを目指
します。

市民、
観光客

定
例
定
型

海岸及び街頭美
化キャンペーン
年間実施回数

海岸：２回
街頭：２回

海岸：２回
街頭：２回

海岸：２回
街頭：２回

11,556
海岸：２回
街頭：２回

海岸美化ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ、街頭
美化ｷｬﾝﾍﾟｰﾝともに、目
標値の２回の実施がで
き、市民へ環境美化の
高揚を図るという目的
の成果が出ている。

Ａ 12,122 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

7 美化推進事業
美化キャンペー
ンクリーン茅ヶ
崎の実施

参加人数 計3,500人 計3,816人 363
美化キャンペー
ンクリーン茅ヶ
崎の実施

参加人数 計3,500人 305
維
持

7 美化推進事業
海岸及び街頭美
化キャンペーン
の実施

実施回数 年４回 年４回
海岸及び街頭美
化キャンペーン
の実施

実施回数 年４回

予
算
な
し

7 美化推進事業
湘南海岸をきれ
いにする会への
参加

理事会等出席
回数

年５回 年５回
湘南海岸をきれ
いにする会への
参加

理事会等出席
回数

年５回

予
算
な
し

7 美化推進事業

海岸に設置した
ごみ箱及びごみ
持ち帰り啓発用
看板の維持管理

設置箇所数 19箇所 19箇所

海岸に設置した
ごみ箱及びごみ
持ち帰り啓発用
看板の維持管理

設置箇所数 19箇所

予
算
な
し

7 美化推進事業
バーベキューの
ごみ対策用啓発
看板の設置

設置箇所数 ５箇所 195
維
持

7 美化推進事業
（財）かながわ
海岸美化財団の
支援

負担金の支出
回数

年４回 年４回 7,230
（財）かながわ
海岸美化財団の
支援

負担金の支出
回数

年４回 6,232
維
持
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経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

④
継
続
性

予
算
の
方
向
性

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

目標値
活動

活動量・サービス量活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動指標の

名称

必要性

③
成
果

指標・目標

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

平成２６年度計画

業
務
計
画実績値

活動

活動指標の
名称

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

環境保全課

快適で安全な生活環境を守る

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

活動

環境保全課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

7 美化推進事業
設置したごみ箱
内のごみ回収

回収日数 年160日 年161日 3,237
設置したごみ箱
内のごみ回収

回収日数 年160日 4,582
維
持

7 美化推進事業

美化運動事業を
実施する団体の
事業費の一部助
成

補助金交付の
団体数

２６団体 ２４団体 351

美化運動事業を
実施する団体の
事業費の一部助
成

補助金交付の
団体数

２６団体 350
維
持

7 美化推進事業
地区一斉清掃団
体へのゴミ袋の
配布

申請団体数 ３５団体 ３６団体 330
地区一斉清掃団
体へのゴミ袋の
配布

申請団体数 ３５団体 413
維
持

7 美化推進事業
桂川・相模川流
域協議会への参
加

運営委員会へ
の出席

年１１回 年１１回 45
桂川・相模川流
域協議会への参
加

運営委員会へ
の出席

年１１回 45
維
持

8 総
環境衛生対策
事業

危険害虫（スズ
メバチ）の被害
から市民の安全
を確保し又、台
風等による浸水
被害の後の、衛
生害虫の発生を
未然に防止しま
す。
空き地の管理の
適正化を図りま
す。

市民

定
例
定
型

（ｽｽﾞﾒﾊﾞﾁの巣の
除去・床下消
毒）申込者、空
き地等の雑草の
苦情者への対応
率

100% 100% 100% 1,836 100%

目標値を１００％達成
し、公衆衛生、または
市民安全の向上という
事業の目的の達成に向
け効果が出ている。

Ａ 3,203 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

8
環境衛生対策
事業

危険害虫（スズ
メバチ）の巣の
駆除等の実施

ｽｽﾞﾒﾊﾞﾁの巣の
除去申込者へ
の対応率
（対応件数）

100%

（100件）

100%

（214件）

1,517
危険害虫（スズ
メバチ）の巣の
駆除等の実施

ｽｽﾞﾒﾊﾞﾁの巣
の除去申込者
への対応率
（対応件数）

100%

（100件）

2,394
維
持

8
環境衛生対策
事業

浸水被害による
衛生害虫の発生
防止、殺菌のた
めの床下等消毒

床下消毒申込
者への対応率
（対応件数）

100％

（30件）

100%

（31件）
157

浸水被害による
衛生害虫の発生
防止、殺菌のた
めの床下等消毒

床下消毒申込
者への対応率
（対応件数）

100％

（30件）
605

維
持

8
環境衛生対策
事業

苦情相談の受付
及び現地調査

窓口開設日数 244日 244日 162
苦情相談の受付
及び現地調査

窓口開設日数 244日 204
維
持

8
環境衛生対策
事業

苦情相談の受付
苦情者への
対応率
（対応件数）

100％

（80件）

100%

（91件）
苦情相談の受付

苦情者への
対応率
（対応件数）

100％

（80件）

予
算
な
し

8
環境衛生対策
事業

現地調査及び地
権者への是正指
導

苦情者への
対応率
（対応件数）

100％

（80件）

100%

（91件）

現地調査及び地
権者への是正指
導

苦情者への
対応率
（対応件数）

100％

（80件）

予
算
な
し

9 総
墓地管理等事
務事業

  市有墓地・無
縁墓地の管理、
墓地改葬の許
可、身寄りや引
取手のない遺体
の火葬及び埋葬
を実施します。
墓地等の経営の
許可等の事務を
行う。

墓地、
埋葬に
関する
法律第
９・１
０条該
当者

定
例
定
型

墓地及び埋葬に
関する法律第９
条に基づく埋葬
等対応率

100% 100% 100% 695 100%
３件の申請であり、申
請に対し、滞りのなく
対応が出来た。

Ａ 1,182 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

9
墓地管理等事
務事業

市有墓地の管理
市有墓地箇所
数

１６ヶ所
(11地区)

１６ヶ所
(11地区)

15 市有墓地の管理
市有墓地箇所
数

１６ヶ所
(11地区)

29
維
持

9
墓地管理等事
務事業

無縁墓地の管理
無縁墓地箇所
数

１ヶ所 １ヶ所 84 無縁墓地の管理
無縁墓地箇所
数

１ヶ所 161
維
持

9
墓地管理等事
務事業

法令の規定に基
づく改葬許可書
の交付

申請に対する
対応率
（対応件数）

100％

（30件）

100％

（29件）

法令の規定に基
づく改葬許可書
の交付

申請に対する
対応率
（対応件数）

100％

（30件）

維
持

9
墓地管理等事
務事業

埋葬又は火葬を
行う者がない遺
体等の引取り及
び葬儀

申請に対する
対応率
（対応件数）

100％

（２件）

100％

（３件）
596

埋葬又は火葬を
行う者がない遺
体等の引取り及
び葬儀

申請に対する
対応率
（対応件数）

100％

（２件）
992

維
持

9
墓地管理等事
務事業

墓埋法権限移譲
に伴う墓地の経
営等の許可

申請に対する
対応率
（対応件数）

100％

（２件）

100％

（０件）

墓埋法権限移譲
に伴う墓地の経
営等の許可

申請に対する
対応率
（対応件数）

100％

（２件）

予
算
な
し

701 総
茅ヶ崎駅南口
公衆便所整備
事業

２５年度のJR
茅ヶ崎駅改修計
画に合わせて駅
南口公衆便所を
全面改修しま
す。

市民、
茅ヶ崎
駅利用
者

政
策
全面改修する公
衆便所数

１箇所 ０箇所（－） ０箇所（－） 47,808 １箇所

茅ヶ崎駅改良工事に伴
い南口公衆便所が年度
内に供用開始され、滞
りなく業務が遂行され
た。

Ａ なし 不可 完 低 高 低 終了

予
算
な
し

701
茅ヶ崎駅南口
公衆便所整備
事業

茅ヶ崎駅改良計
画に合わせた南
口公衆便所の全
面的なリニュー
アル

全面改修工事 25年度内 設置 40,111

予
算
な
し
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今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

④
継
続
性

予
算
の
方
向
性

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

目標値
活動

活動量・サービス量活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動指標の

名称

必要性

③
成
果

指標・目標

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

平成２６年度計画

業
務
計
画実績値

活動

活動指標の
名称

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

環境保全課

快適で安全な生活環境を守る

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

活動

環境保全課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

701
茅ヶ崎駅南口
公衆便所整備
事業

南口公衆便所の
全面的なリ
ニューアルに伴
う、旧南口公衆
便所の撤去

旧南口公衆便
所の撤去

26年度内 撤去 7,697

予
算
な
し

701
茅ヶ崎駅南口
公衆便所整備
事業

南口公衆便所の
リニューアルに
伴う仮設便所の
設置

仮設便所の設
置

25年度内
設置及び
撤去

予
算
な
し

10 総
大気環境保全
調査事業

工場・事業場か
らの大気汚染物
質排出量の削減
を図り、大気の
環境基準適合を
目指す。

市民、
工場・
事業場

定
例
定
型

大気立入件数 年５０件 年５０件 年５０件 2,523 年８９件
大気立入件数８９件
と、目標は達成し、成
果が出ている。

Ａ 3,153

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

10
大気環境保全
調査事業

大気中の
窒素酸化物の状
況の把握
（一般環境）

測定地点数 ４５地点 ４５地点 489

大気中の
窒素酸化物の状
況の把握
（一般環境）

測定地点数 ４５地点 515

業
務
計
画

維
持

10
大気環境保全
調査事業

大気中の
窒素酸化物の状
況の把握
（道路沿線）

測定地点数 ３９地点 ５３地点

大気中の
窒素酸化物の状
況の把握
（道路沿線）

測定地点数 ３９地点

業
務
計
画

予
算
な
し

10
大気環境保全
調査事業

大気汚染防止
法、県条例（大
気）に基づく立
入調査

大気立入件数 年５０件 年８９件

大気汚染防止
法、県条例（大
気）に基づく立
入調査

大気立入件数 年５０件

業
務
計
画

予
算
な
し

10
大気環境保全
調査事業

VOC排出量削減に
向けた立入調査

立入件数 年１５件 年３４件
VOC排出量削減に
向けた立入調査

立入件数 年８件

業
務
計
画

予
算
な
し

10
大気環境保全
調査事業

市内の大気（ダ
イオキシン類・
有害大気汚染物
質）の状況の把
握

測定地点数 １地点 １地点 747

市内の大気（ダ
イオキシン類・
有害大気汚染物
質）の状況の把
握

測定地点数 １地点 1,069

業
務
計
画

維
持

10
大気環境保全
調査事業

市内の大気（ｵｷｼ
ﾀﾞﾝﾄ）の状況の
把握

測定地点数 １地点 １地点 1,287
市内の大気（オ
キシダント）の
状況の把握

測定地点数 １地点 1,166

業
務
計
画

維
持

10
大気環境保全
調査事業

光化学スモッグ
監視

監視期間

（湘南地域注
意報発令日
数）

4月～10月

（５日）

4月～10月

（10日）

光化学スモッグ
監視

監視期間

（湘南地域注
意報発令日
数）

4月～10月

（５日）

業
務
計
画

予
算
な
し

10
大気環境保全
調査事業

PM2.5（微小粒子
状物質）高濃度
予報の情報提供

情報提供期間

（神奈川県高
濃度予報発令
日数）

4月～3月

（１日）

4月～3月

（０日）

PM2.5（微小粒子
状物質）高濃度
予報の情報提供

情報提供期間

（神奈川県高
濃度予報発令
日数）

4月～3月

（１日）

業
務
計
画

予
算
な
し

10
大気環境保全
調査事業

県条例排煙測定
のための立入調
査

排煙測定件数 ２件 403

業
務
計
画

維
持

10
大気環境保全
調査事業

屋外燃焼行為制
限パトロール

パトロール件
数

年４５件

業
務
計
画

予
算
な
し

10
大気環境保全
調査事業

大気事故防止立
入調査

立入件数 年４０件

業
務
計
画

予
算
な
し

10
大気環境保全
調査事業

アスベスト調査
の庁内調整をし
て実施を図り、
安全を確認する

調査の実施時
期

25年12月 25年12月

アスベスト調査
の庁内調整をし
て実施を図り、
安全を確認する

調査の実施時
期

26年12月

業
務
計
画

予
算
な
し

10
大気環境保全
調査事業

県条例届出等の
審査（大気関
係）

窓口開設日数 244日 244日
県条例届出等の
審査（大気関
係）

窓口開設日数 244日

業
務
計
画

予
算
な
し

10
大気環境保全
調査事業

大気汚染防止法
に係る届出の審
査及び指導

窓口開設日数 244日 244日
大気汚染防止法
に係る届出の審
査及び指導

窓口開設日数 244日

業
務
計
画

予
算
な
し
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広域連携の
具体的な内

容

改善
時期
(年度)
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改善内容

目標値
活動

活動量・サービス量活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動指標の

名称

必要性

③
成
果

指標・目標

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

平成２６年度計画

業
務
計
画実績値

活動

活動指標の
名称

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

環境保全課

快適で安全な生活環境を守る

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

活動

環境保全課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

11 総
水・土壌環境
保全調査事業

公共用水域等の
水質の現状の把
握や工場等の排
水を監視し、公
害を未然防止す
るとともに、水
環境を保全す
る。土壌環境に
ついては、事業
者を指導し、市
民の健康を保護
する。

市民、
工場・
事業場

定
例
定
型

水質汚濁防止法
年間立入調査件
数

年６５件 年６５件 年６５件 8,958 年７６件

水質汚濁防止法年間立
入調査件数７６件と、
目標は達成し、成果が
出ている。

Ａ 10,238

業
務
計
画

あり 不可 未 高 中 高 現状維持
維
持

11
水・土壌環境
保全調査事業

水質汚濁防止法
年間立入調査件
数

立入調査件数 年６５件 年７６件
水質汚濁防止法
年間立入調査件
数

立入調査件数 年６５件

業
務
計
画

予
算
な
し

11
水・土壌環境
保全調査事業

県測定計画に基
づく公共用水域
（河川）水質常
時監視の実施

測定地点数 １地点 １地点 1,554

県測定計画に基
づく公共用水域
（河川）水質常
時監視の実施

測定地点数 １地点 2,274

業
務
計
画

あり
⑥市役所の変
革

▲３６回
年間の測定
回数 25

河川水質常時
監視につい
て、適切な水
準を確保しな
がら測定項目
及び頻度を見
直し、効率化
を図る。

維
持

11
水・土壌環境
保全調査事業

県測定計画に基
づく公共用水域
（海域）水質常
時監視の実施

測定地点数 １地点 １地点 1,281

県測定計画に基
づく公共用水域
（海域）水質常
時監視の実施

測定地点数 １地点 1,759

業
務
計
画

維
持

11
水・土壌環境
保全調査事業

県測定計画に基
づく地下水水質
常時監視の実施

測定地点数 20地点 20地点 1,953
県測定計画に基
づく地下水水質
常時監視の実施

測定地点数 １２地点 1,658

業
務
計
画

あり（26
年度に追
加）

⑥市役所の変
革

▲８地点
調査地点、
調査頻度の
見直し

26

地下水水質常
時監視の調査
見直し。定点
調査を毎年か
ら隔年に。ﾒｯ
ｼｭ調査は、1km
から2kmﾒｯｼｭ調
査に。

維
持

11
水・土壌環境
保全調査事業

海水浴場水質調
査の実施

測定地点数 １地点 １地点 521
海水浴場水質調
査の実施

測定地点数 １地点 596

業
務
計
画

維
持

11
水・土壌環境
保全調査事業

排水検査
立入件数

排水検査立入
件数（水濁法
特定事業場以
外を含む）

年２５件 年２６件 264
水質汚濁防止法
排水検査のため
の立入調査

排水検査立入
件数（水濁法
特定事業場以
外を含む）

年２１件 412

業
務
計
画

維
持

11
水・土壌環境
保全調査事業

市内の河川・土
壌（ダイオキシ
ン類）の状況の
把握

測定地点数 ４地点 ４地点 388

市内の河川・土
壌（ダイオキシ
ン類）の状況の
把握

測定地点数 ４地点 505

業
務
計
画

維
持

11
水・土壌環境
保全調査事業

市内の河川の水
質の状況を把握
する

BOD（年平均
値）が３mg/L
以下の地点数
（９地点中）

２地点 ４地点 2,997
市内の河川の水
質の状況を把握
する

BOD（年平均
値）が３mg/L
以下の地点数
（９地点中）

２地点 3,034

業
務
計
画

あり
⑥市役所の変
革

▲１項目　　
・再リース

測定項目の
見直し・測
定機器の経
済的なリー
ス

25

市内河川自主
測定につい
て、河川水中
大腸菌群数の
委託を廃止す
る。測定機器
について
は、、ICP発光
分光分析装置
のリース期間
終了後は再
リース契約と
する。

維
持

11
水・土壌環境
保全調査事業

水質汚濁防止法
に係る届出の審
査及び指導

届出件数 年２６件 年１１件
水質汚濁防止法
に係る届出の審
査及び指導

届出件数 年２６件

業
務
計
画

予
算
な
し

11
水・土壌環境
保全調査事業

土壌汚染対策
法・県条例（土
壌）届出等の審
査及び公害防止
指導

届出件数 年３４件 年５３件

土壌汚染対策
法・県条例（土
壌）届出等の審
査及び公害防止
指導

届出件数 年３４件

業
務
計
画

予
算
な
し

11
水・土壌環境
保全調査事業

汚染土壌処理業
の許可

窓口開設日数 244日 244日
汚染土壌処理業
の許可

窓口開設日数 244日

業
務
計
画

予
算
な
し

11
水・土壌環境
保全調査事業

県条例届出等の
審査（水質関
係）

窓口開設日数 244日 244日
県条例届出等の
審査（水質関
係）

窓口開設日数 244日

業
務
計
画

予
算
な
し

11
水・土壌環境
保全調査事業

水質事故防止立
入調査

立入件数 年３０件 年８０件

予
算
な
し

11
水・土壌環境
保全調査事業

土壌・地下水汚
染対策中の事業
者への立入調査

立入件数 年１１件

業
務
計
画

予
算
な
し

11
水・土壌環境
保全調査事業

水質汚濁防止法
排水自主測定履
行確認のための
立入調査

立入件数 年１５件

業
務
計
画

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 109,791 109,791 74,749 74,749

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

④
継
続
性

予
算
の
方
向
性

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

目標値
活動

活動量・サービス量活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動指標の

名称

必要性

③
成
果

指標・目標

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

平成２６年度計画

業
務
計
画実績値

活動

活動指標の
名称

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

環境保全課

快適で安全な生活環境を守る

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

活動

環境保全課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

11
水・土壌環境
保全調査事業

小規模事業所土
壌汚染立入調査

立入件数 年８件 年１６件
小規模事業所土
壌汚染立入調査

立入件数 年３件

業
務
計
画

予
算
な
し

12 総
騒音・振動・
悪臭対策調査
事業

環境騒音測定に
おいて、全地点
での環境基準適
合を目指す。公
害苦情発生時に
騒音等の状況を
調査し、公害発
生事業者を指導
することによ
り、生活環境の
保全を図る。

市民、
工場・
事業場

定
例
定
型

環境騒音環境基
準適合率（適合
地点数／測定地
点数）×100

100% 100% 100% 2,752 100%

環境騒音測定した結
果、全地点(100%)で環
境基準適合、騒音に関
する環境の保全は図ら
れており、成果が出て
いる。

Ａ 3,822

業
務
計
画

なし 不可 未 高 中 高 現状維持
維
持

12
騒音・振動・
悪臭対策調査
事業

騒音規制法に基
づく自動車騒音
常時監視の実施

測定地点数 ３地点 ３地点 1,680
騒音規制法に基
づく自動車騒音
常時監視の実施

測定地点数 ４地点 2,246

業
務
計
画

維
持

12
騒音・振動・
悪臭対策調査
事業

市内の道路交通
騒音及び振動の
状況の把握

測定地点数 ８地点 ８地点 26
市内の道路交通
騒音及び振動の
状況の把握

測定地点数 ８地点 132

業
務
計
画

維
持

12
騒音・振動・
悪臭対策調査
事業

市内の道路騒音
及び振動の状況
の把握（市計画
外調査分）

測定地点数

測定回数

２地点

２回

３地点

５回

市内の道路騒音
及び振動の状況
の把握
（市計画外調査
分）

測定地点数

測定回数

２地点

３回

業
務
計
画

予
算
な
し

12
騒音・振動・
悪臭対策調査
事業

市内の環境騒音
の状況の把握

測定地点数 ３０地点 ３０地点 494
市内の環境騒音
の状況の把握

測定地点数 ３０地点 515

業
務
計
画

維
持

12
騒音・振動・
悪臭対策調査
事業

騒音規制法、振
動規制法（特定
事業場）届出の
審査及び指導

届出件数 年２０件 年２３件

騒音規制法、振
動規制法（特定
事業場）届出の
審査及び指導

届出件数 年２０件

業
務
計
画

予
算
な
し

12
騒音・振動・
悪臭対策調査
事業

騒音規制法、振
動規制法（特定
建設作業）届出
の審査及び指導

届出件数 年３７件 年４２件

騒音規制法、振
動規制法（特定
建設作業）届出
の審査及び指導

届出件数 年３７件

業
務
計
画

予
算
な
し

12
騒音・振動・
悪臭対策調査
事業

飲食店等
夜間騒音調査

調査件数 １２件 １６件
飲食店等
夜間騒音調査

調査件数 １２件

業
務
計
画

予
算
な
し

12
騒音・振動・
悪臭対策調査
事業

臭気指数による
悪臭の規制の実
施

調査回数 年１回 年１回 67
臭気指数による
悪臭の規制の実
施

調査回数 年１回 113

業
務
計
画

維
持

12
騒音・振動・
悪臭対策調査
事業

市内の航空機騒
音の状況を把握
する

測定地点数 ４地点 ４地点 485
市内の航空機騒
音の状況を把握
する

測定地点数 ４地点 816

業
務
計
画

維
持

12
騒音・振動・
悪臭対策調査
事業

県条例届出等の
審査（騒音・振
動・悪臭関係）

窓口開設日数 244日 244日
県条例届出等の
審査（騒音・振
動・悪臭関係）

窓口開設日数 244日

業
務
計
画

予
算
な
し

13 総
地盤沈下対策
調査事業

 地下水採取を規
制すること、ま
た精密水準測量
による地盤変動
量を監視するこ
とにより、地盤
沈下の未然防止
を図る。

市民、
工場・
事業場

定
例
定
型

沈下量年間１cm
以上の地盤沈下
面積

0.00k㎡ 0.00k㎡ 0.00k㎡ 3,360 0.00k㎡

地盤沈下面積0.00k㎡
と、地盤沈下の未然防
止が図られ、成果が出
ている。

Ａ
あり（26
年度に追
加）

不可 未 中 中 中 現状維持
増
や
す

13
地盤沈下対策
調査事業

市内の水準点の
標高の測定及び
分析

沈下量年間１
㎝以上の地盤
沈下面積

0.00k㎡ 0.00k㎡ 3,360
市内の水準点の
標高の測定及び
分析

沈下量年間１
㎝以上の地盤
沈下面積

（隔年実
施）
27年度実施

あり（26
年度に追
加）

⑥市役所の変
革

調査を隔年実
施とする。

調査実施の
間隔を毎年
から隔年に
する。

26
調査実施の間
隔を毎年から
隔年にする。

増
や
す

13
地盤沈下対策
調査事業

県条例地下水採
取（地盤沈下）
関連の届出等の
審査及び許可

窓口開設日数 244日 244日

県条例地下水採
取（地盤沈下）
関連の届出等の
審査及び許可

窓口開設日数 244日

予
算
な
し

14 総
環境保全啓発
指導事業

公害苦情に関し
て原因究明を行
い、原因事業者
等に指導し公害
の発生を防ぐ。
市民に対して環
境保全に対する
意識の高揚を図
る啓発を行い、
生活騒音の苦情
件数を減少させ
る。

市民、
工場・
事業場

定
例
定
型

公害苦情者への
対応率

100% 100% 100% 1,554 100%

公害苦情者への対応率
は100％と、公害の早期
解決が図られ、成果が
出ている。

Ａ 1,974

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

14
環境保全啓発
指導事業

公害防止のため
の情報収集及び
啓発活動

実施事業数 ８事業 ８事業 245
公害防止のため
の情報収集及び
啓発活動

実施事業数 ８事業 251

業
務
計
画

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 109,791 109,791 74,749 74,749

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

④
継
続
性

予
算
の
方
向
性

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

目標値
活動

活動量・サービス量活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動指標の

名称

必要性

③
成
果

指標・目標

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

平成２６年度計画

業
務
計
画実績値

活動

活動指標の
名称

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

環境保全課

快適で安全な生活環境を守る

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

活動

環境保全課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

14
環境保全啓発
指導事業

市民参加による
NOｘ測定

実施回数 年２回 年２回 141
市民参加による
NOｘ測定

実施回数 年２回 300

業
務
計
画

予
算
な
し

14
環境保全啓発
指導事業

市民からの苦情
や事故の通報に
基づく対象者へ
の改善指導

苦情者への
対応率
(対応件数)

100％

（100件）

100％

（93件）
1,158

市民からの苦情
や事故の通報に
基づく対象者へ
の改善指導

苦情者への
対応率
(対応件数)

100％

（100件）
1,413

業
務
計
画

予
算
な
し

14
環境保全啓発
指導事業

神奈川県県市環
境保全事務連絡
協議会

協議会活動
（一般会員）

26年3月ま
で

26年3月ま
で

10
神奈川県県市環
境保全事務連絡
協議会

協議会活動
（一般会員）

27年3月ま
で

10

業
務
計
画

予
算
な
し

15 総
放射線調査対
策事業

放射線量測定器
の貸し出しや市
公共施設の放射
線測定、さらに
一般に流通して
いる食品等の放
射性物質濃度測
定を行い、その
結果の公表を行
う。

市民
政
策

茅ヶ崎市放射線
関係対策会議、
茅ヶ崎市放射線
対策作業部会の
開催回数

年２回 年２回 年２回 972 年２回

放射線関係対策会議、
作業部会２回の審議に
加え、公共施設放射線
測定、放射線測定器市
民貸出、食品放射能測
定などの取り組みによ
り、市民の安全安心の
確保が図られ、成果が
出ている。

Ａ 1,265 なし 不可 未 中 高 中 現状維持
維
持

15
放射線調査対
策事業

放射線量測定器
貸出

窓口開設日数

窓口箇所数

244日

１箇所

244日

４箇所

放射線量測定器
貸出

窓口開設日数

窓口箇所数

244日

５箇所
328

維
持

15
放射線調査対
策事業

市公共施設放射
線量測定

放射線量測定
回数

年１回 年１回 76

予
算
な
し

15
放射線調査対
策事業

食品放射能測定 窓口開設日数 244日 244日 896 食品放射能測定 窓口開設日数 244日 937
維
持

15
放射線調査対
策事業

茅ヶ崎市放射線
関係対策会議、
茅ヶ崎市放射線
対策作業部会の
開催

会議開催回数 年２回 年２回

茅ヶ崎市放射線
関係対策会議、
茅ヶ崎市放射線
対策作業部会の
開催

会議開催回数 年２回

予
算
な
し

16 総
水道法に関す
る事務事業

市民の健康で快
適な生活環境を
守るため、水道
施設の衛生管理
等の監視指導
や、事業者によ
る自主管理の推
進を図る。

市民・
専用水
道等設
置事業
者

政
策

貯水槽水道の管
理の検査結果報
告の年間受理件
数

年２９８件 年２９８件 年２９８件 22 年２４５件

貯水槽水道の管理の検
査結果報告の年間受理
件数２４５件と、目標
値２９８件の８０％を
超え、成果が出てい
る。

Ａ 271

業
務
計
画

なし 不可 未 中 中 高 現状維持
維
持

16
水道法に関す
る事務事業

貯水槽水道の管
理の検査結果報
告の年間受理件
数

検査結果報告
受理件数

年298件 年245件

貯水槽水道の管
理の検査結果報
告の年間受理件
数

検査結果報告
受理件数

年298件

業
務
計
画

予
算
な
し

16
水道法に関す
る事務事業

専用水道及び小
規模水道の布設
工事確認申請書
の受理件数

布設工事確認
申請書受理件
数

年１件 年０件

専用水道及び小
規模水道の布設
工事確認申請書
の受理件数

布設工事確認
申請書受理件
数

年１件

業
務
計
画

予
算
な
し

16
水道法に関す
る事務事業

水道法、市条例
に基づく立入検
査件数

立入検査件数 年280件 年539件 22
水道法、市条例
に基づく立入検
査件数

立入検査件数 年６６件 271

業
務
計
画

維
持

16
水道法に関す
る事務事業

水道法届出等の
審査

窓口開設日数 244日 244日
水道法届出等の
審査

窓口開設日数 244日

業
務
計
画

予
算
な
し

17 総
航空機騒音測
定装置整備事
業

厚木海軍飛行場
関連の航空機騒
音に係る環境基
準の達成状況を
把握する。ま
た、同環境基準
の見直しの資
料、市民への情
報提供、国等関
係機関へ騒音軽
減の要請活動を
実施する際の資
料として活用す
る。

市民
政
策
航空機騒音測定
装置更新台数

０台 ０台 ０台 ０台

購入での機器更新を計
画していたが、平成２
５年度予算に計上でき
ず、当該年度での整備
は見送りとなり、次年
度リースでの更新に向
けた調整を図った。

Ｚ 928 なし 不可 完 中 高 中 現状維持
維
持

17
航空機騒音測
定装置整備事
業

航空機騒音測定
装置更新台数

更新台数 ０台 ０台
航空機騒音測定
装置更新台数

更新台数 １台 928
維
持

888 総
災害応急対策
活動

本市域に同時多
発的災害が発生
した場合に、迅
速、的確に対処
する。また、遺
体の収容に関し
ては、災害で発
生した遺体を適
正に収容できる
ようにする。身
元不明の災害死
亡者の服装や所
持品を写真付き
で遺体とともに
保管する。

市民、
事業
所、災
害死亡
者の関
係者

定
例
定
型

12 212 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持
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25年度 26年度 27年度 109,791 109,791 74,749 74,749

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

④
継
続
性

予
算
の
方
向
性

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

目標値
活動

活動量・サービス量活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動指標の

名称

必要性

③
成
果

指標・目標

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

平成２６年度計画

業
務
計
画実績値

活動

活動指標の
名称

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

環境保全課

快適で安全な生活環境を守る

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

活動

環境保全課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

888
災害応急対策
活動

部の災害応急対
策活動における
課（班）の内容
の検証及び見直
し

防災対策強化
実行計画に合
わせ見直す

年１回 年１回
応急対策活動マ
ニュアルの充実

マニュアルの
見直し

26年4月・
10月

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

課の業務継続計
画の内容の見直
し

業務継続計画
の内容の見直
し

年１回 年１回
応急対策業務の
実施手順の検証

行動手順書の
見直し

26年4月・
10月

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

避難所等の消
毒、衛生害虫駆
除の業者手配を
行う

消毒業者の手
配

随時 年１回
所属職員の応急
対策業務の実施
手順の習熟

所属内での訓
練・研修実施

年２回 212
維
持

888
災害応急対策
活動

遺体収容・安置
施設の確保、身
元不明遺体の処
置等を行う

多数遺体収容
訓練の実施

年１回 年１回 12

統括調整部衛生
災害廃棄物対策
班の応急対策活
動の習熟

統括調整部を
対象とした訓
練の実施

年６回

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

公衆浴場の被害
状況把握、再開
支援、仮設入浴
施設を確保する

公衆浴場の被
害状況調査の
実施

３ヶ所 ３ヶ所
災害時協定締結
先との連携強化

災害時の対応
についての協
議

年１回

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

公衆便所の被害
状況を調査し、
応急対策を実施
する。

公衆便所の被
害状況調査の
実施

６ヶ所 ６ヶ所
関係機関との連
携強化

災害時の対応
についての協
議

年１回

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

ペットの避難状
況の情報収集、
ペットの飼養指
導、啓発を行う

避難所等での
ペットの飼養
指導及び啓発

随時 年２回

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

指定事業所等の
被害状況把握
し、応急措置確
認、関係機関へ
報告

対象指定事業
所

187事業所 185事業所

予
算
な
し

888 総 庁内共通事務

定
例
定
型

なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し


